
年 月 日～ 日、ニューヨークの国連本部で開催された「国連持続可能な開発サミッ

ト」において、 を超える加盟国の参加のもとその会議の成果文書として、「持続可能な開発目標

（ ： ）」を掲げる「我々の世界を変革する：持続可能な開発のた

めの アジェンダ」が採択され、世界に大きな影響を与えています 。 は 年まで

に達成すべき世界中の共通の課題を の目標と のターゲットにまとめられていますが、 の

目標は以下と図に示す通りです。

目標 貧困をなくそう

目標 飢餓をゼロ

目標 すべての人に健康と福祉を

目標 質の高い教育をみんなに

目標 ジェンダー平等を実現しよう

目標 安全な水とトイレを世界中に

目標 エネルギーをみんなに そしてクリーンに

目標 働きがいも経済成長も

目標 産業と技術革新の基盤をつくろう

目標 人や国の不平等をなくそう

目標 住み続けられるまちづくりを

目標 つくる責任 つかう責任

目標 気候変動に具体的な対策を

目標 海の豊かさを守ろう

目標 陸の豊かさも守ろう

目標 平和と公正をすべての人に

目標 パートナーシップで目標を達成しよう

これら の目標は、一部の人だけの利益ではなく、すべての人が互いに支え合う「「誰一人取り

残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会」実現のための具体的な方策なのです。

日本政府は 年 月に「 推進本部」を設置し、国内実施と国際協力の両面で率先して

取り組む体制を整え、日本の取り組みの指針となる「 実施指針」を決定、 年 月には

「 アクションプラン 」を決定しました。日本企業の多くも、積極的に への貢献を企

業の努力目標に掲げるようになり、また多くの大学もこの の枠組みを通して社会貢献を明確

に打ち出すようになりました。さらには、小学生を対象とした中学受験の入試問題でも、 に関

連した問題が出されるようになりました。このように国内の様々な機関で に積極的に取り組ん

でいます。

ｓ解説



では、学術の立場からはどのように貢献できるでしょうか。 は先に述べた通り、国連のサミット

で採択された政策目標ですが、それらを達成するための政策手段は明示されていないため、政策

手段の採用は各国政府にゆだねられていると考えられています。限られた資源という制約のもとで、
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整合性を考えると衝突や一致しない方向もあり得ますし、②ある目標が別の目標を達成するための

手段でもありうる場合、③逆にある目標を達成しようとすると別の目標の達成の支障になるトレード
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図 の 目標（国連によるアイコン）

（渡辺 美代子 国立研究開発法人科学技術振興機構副理事）

【参考文献】

  UN, “The 2030 Agenda for Sustainable Development”, 2015

  外務省、「 とは？」、

  N, “SDGs icons according to guidelines”, 

  国際連合広報センター をもとにした日本語版

年 月 日～ 日、ニューヨークの国連本部で開催された「国連持続可能な開発サミッ

ト」において、 を超える加盟国の参加のもとその会議の成果文書として、「持続可能な開発目標

（ ： ）」を掲げる「我々の世界を変革する：持続可能な開発のた

めの アジェンダ」が採択され、世界に大きな影響を与えています 。 は 年まで

に達成すべき世界中の共通の課題を の目標と のターゲットにまとめられていますが、 の

目標は以下と図に示す通りです。

目標 貧困をなくそう

目標 飢餓をゼロ

目標 すべての人に健康と福祉を

目標 質の高い教育をみんなに

目標 ジェンダー平等を実現しよう

目標 安全な水とトイレを世界中に

目標 エネルギーをみんなに そしてクリーンに

目標 働きがいも経済成長も

目標 産業と技術革新の基盤をつくろう

目標 人や国の不平等をなくそう

目標 住み続けられるまちづくりを

目標 つくる責任 つかう責任

目標 気候変動に具体的な対策を

目標 海の豊かさを守ろう

目標 陸の豊かさも守ろう

目標 平和と公正をすべての人に

目標 パートナーシップで目標を達成しよう

これら の目標は、一部の人だけの利益ではなく、すべての人が互いに支え合う「「誰一人取り

残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会」実現のための具体的な方策なのです。

日本政府は 年 月に「 推進本部」を設置し、国内実施と国際協力の両面で率先して

取り組む体制を整え、日本の取り組みの指針となる「 実施指針」を決定、 年 月には

「 アクションプラン 」を決定しました。日本企業の多くも、積極的に への貢献を企

業の努力目標に掲げるようになり、また多くの大学もこの の枠組みを通して社会貢献を明確

に打ち出すようになりました。さらには、小学生を対象とした中学受験の入試問題でも、 に関

連した問題が出されるようになりました。このように国内の様々な機関で に積極的に取り組ん

でいます。

ｓ解説



「未来からの問い」検討委員会委員

年７月 日時点

氏 名 所 属 ・ 職 名 備 考

委員長 山極 壽一 京都大学総長
第二部会員

会長

副委員長 渡辺 美代子
国立研究開発法人科学技術振興機

構副理事

第三部会員

副会長

幹事 三成 美保
奈良女子大学副学長・教授（研究院

生活環境科学系）

第一部会員

副会長

幹事
武内 和彦

公益財団法人地球環境戦略研究機

関理事長、東京大学未来ビジョン研

究センター特任教授

第二部会員

副会長

遠藤 薫 学習院大学法学部教授 第一部会員

久留島 典子 東京大学史料編纂所教授
第一部会員

第一部幹事

橋本 伸也 関西学院大学文学部教授
第一部会員

第一部副部長

藤原 聖子
東京大学大学院人文社会系研究科

教授
第一部会員

町村 敬志 一橋大学大学院社会学研究科教授
第一部会員

第一部部長

溝端 佐登史 京都大学経済研究所長・教授 第一部会員

宮崎 恒二 東京外国語大学名誉教授 第一部会員

石川 冬木
京都大学大学院生命科学研究科教

授

第二部会員

第二部部長

佐治 英郎
京都大学特任教授 京都大学名誉

教授
第二部会員

澁澤 栄
東京農工大学卓越リーダー養成機

構特任教授
第二部会員

武田 洋幸
東京大学大学院理学系研究科長・

教授

第二部会員

第二部幹事



丹下 健
東京大学大学院農学生命科学研

究科教授

第二部会員

第二部幹事

平井 みどり 兵庫県赤十字血液センター所長
第二部会員

第二部副部長

大野 英男 東北大学総長
第三部会員

第三部部長

高橋 桂子

国立研究開発法人海洋研究開発

機構 経営管理審議役 横浜研

究所長

第三部会員

第三部幹事

徳田 英幸
国立研究開発法人情報通信研究

機構理事長

第三部会員

第三部副部長

野尻 美保子
高エネルギー加速器研究機構素

粒子原子核研究所・教授
第三部会員

米田 雅子
慶應義塾大学先導研究センター

特任教授

第三部会員

第三部幹事

渡辺 芳人 総合研究大学院大学理事 第三部会員

本書の作成に当たっては、以下の職員が担当した。

事務局 犬塚 隆志 内閣府日本学術会議事務局（審議第二担当）参事官

岡本 摩耶 内閣府日本学術会議事務局（審議第二担当）上席学術調査員

野村 周弘 内閣府日本学術会議事務局企画課課長補佐（総括担当）

東 祐介 内閣府日本学術会議事務局企画課総括係

高谷 剛 内閣府日本学術会議事務局企画課広報係

森田 健嗣 内閣府日本学術会議事務局企画課情報係

中野 裕介 内閣府日本学術会議事務局（審議第一担当）審議専門職

「未来からの問い」検討委員会委員

年７月 日時点

氏 名 所 属 ・ 職 名 備 考

委員長 山極 壽一 京都大学総長
第二部会員

会長

副委員長 渡辺 美代子
国立研究開発法人科学技術振興機

構副理事

第三部会員

副会長

幹事 三成 美保
奈良女子大学副学長・教授（研究院

生活環境科学系）

第一部会員

副会長

幹事
武内 和彦

公益財団法人地球環境戦略研究機

関理事長、東京大学未来ビジョン研

究センター特任教授

第二部会員

副会長

遠藤 薫 学習院大学法学部教授 第一部会員

久留島 典子 東京大学史料編纂所教授
第一部会員

第一部幹事

橋本 伸也 関西学院大学文学部教授
第一部会員

第一部副部長

藤原 聖子
東京大学大学院人文社会系研究科

教授
第一部会員

町村 敬志 一橋大学大学院社会学研究科教授
第一部会員

第一部部長

溝端 佐登史 京都大学経済研究所長・教授 第一部会員

宮崎 恒二 東京外国語大学名誉教授 第一部会員

石川 冬木
京都大学大学院生命科学研究科教

授

第二部会員

第二部部長

佐治 英郎
京都大学特任教授 京都大学名誉

教授
第二部会員

澁澤 栄
東京農工大学卓越リーダー養成機

構特任教授
第二部会員

武田 洋幸
東京大学大学院理学系研究科長・

教授

第二部会員

第二部幹事



ファクトリー実験 ・・・・・・・・

ＣＯＰ ・・・・・・・・

ＤＶ（配偶者間暴力）禁止法 ・・・・・・・・

一般データ保護規則（ ） ・・・・・・・・

Ｇサイエンス学術会議 ・・・・・・・・

細胞 ・・・・・・・・

（性的マイノリティ） ・・・・・・・・

（政府開発援助） ・・・・・・・・

・・・・・・・・

加速器 ・・・・・・・・

・・・・・・・・

（性的指向・性自認） ・・・・・・・・

・・・・・・・・

・・・・・・・・

・・・・・・・・

あ

アーキビスト ・・・・・・・・

アジア学術会議 ・・・・・・・・

アジア地域センター ・・・・・・・・

アニメ ・・・・・・・・

アバター ・・・・・・・・

安心安全 ・・・・・・・・

暗黙知 ・・・・・・・・

異常気象 ・・・・・・・・

遺伝病・難病 ・・・・・・・・

医薬品開発 ・・・・・・・・

医療機器のインターネット（ ） ・・・・・・・・

ウェルビーイング ・・・・・・・・

宇宙ロボット ・・・・・・・・

エスニシティ ・・・・・・・・

遠隔手術 ・・・・・・・・

オープンアクセス ・・・・・・・・

オープンサイエンス ・・・・・・・・

温室効果ガス ・・・・・・・・

か

海洋酸性化 ・・・・・・・・

海洋脱酸素化 ・・・・・・・・

海洋プラスチック ・・・・・・・・

外来生物 ・・・・・・・・

科学技術外交 ・・・・・・・・

科学教育 ・・・・・・・・

科学的エビデンス ・・・・・・・・

索 引



学際研究 ・・・・・・・・

学習データ ・・・・・・・・

学術コミュニティ ・・・・・・・・

学術雑誌 ・・・・・・・・

化石エネルギー ・・・・・・・・

化石資源 ・・・・・・・・

課題発見能力 ・・・・・・・・

感染症対策 ・・・・・・・・

企業の社会的責任 ・・・・・・・・

基幹流通 ・・・・・・・・

気候システム ・・・・・・・・

気候変動対策 ・・・・・・・・

気象災害 ・・・・・・・・

キャリア形成 ・・・・・・・・

巨大災害 ・・・・・・・・

漁獲量 ・・・・・・・・

京都議定書 ・・・・・・・・

競争的資金 ・・・・・・・・

共感のための科学 ・・・・・・・・

教育アプリケーション ・・・・・・・・

教育システム ・・・・・・・・

教育格差 ・・・・・・・・

教育訓練 ・・・・・・・・

クール・ジャパン ・・・・・・・・

クォーク ・・・・・・・・

グローバル化 ・・・・・・・・

グローバル経済 ・・・・・・・・

経済格差 ・・・・・・・・

経済戦略 ・・・・・・・・

経済損失 ・・・・・・・・

健康寿命 ・・・・・・・・

研究資金 ・・・・・・・・

研究時間 ・・・・・・・・

原子力利用 ・・・・・・・・

原発安全神話 ・・・・・・・・

言語文化 ・・・・・・・・

個人の尊厳 ・・・・・・・・

互助 ・・・・・・・・

公助 ・・・・・・・・

耕作放棄地 ・・・・・・・・

国際ネットワーク ・・・・・・・・

国際学術会議（ ） ・・・・・・・・

国際社会学会 ・・・・・・・・

国際人類学民族科学連合 ・・・・・・・・

国際生物学連合（ ） ・・・・・・・・

国際防災 ・・・・・・・・

ファクトリー実験 ・・・・・・・・

ＣＯＰ ・・・・・・・・

ＤＶ（配偶者間暴力）禁止法 ・・・・・・・・

一般データ保護規則（ ） ・・・・・・・・

Ｇサイエンス学術会議 ・・・・・・・・

細胞 ・・・・・・・・

（性的マイノリティ） ・・・・・・・・

（政府開発援助） ・・・・・・・・

・・・・・・・・

加速器 ・・・・・・・・

・・・・・・・・

（性的指向・性自認） ・・・・・・・・

・・・・・・・・

・・・・・・・・

・・・・・・・・

あ

アーキビスト ・・・・・・・・

アジア学術会議 ・・・・・・・・

アジア地域センター ・・・・・・・・

アニメ ・・・・・・・・

アバター ・・・・・・・・

安心安全 ・・・・・・・・

暗黙知 ・・・・・・・・

異常気象 ・・・・・・・・

遺伝病・難病 ・・・・・・・・

医薬品開発 ・・・・・・・・

医療機器のインターネット（ ） ・・・・・・・・

ウェルビーイング ・・・・・・・・

宇宙ロボット ・・・・・・・・

エスニシティ ・・・・・・・・

遠隔手術 ・・・・・・・・

オープンアクセス ・・・・・・・・

オープンサイエンス ・・・・・・・・

温室効果ガス ・・・・・・・・

か

海洋酸性化 ・・・・・・・・

海洋脱酸素化 ・・・・・・・・

海洋プラスチック ・・・・・・・・

外来生物 ・・・・・・・・

科学技術外交 ・・・・・・・・

科学教育 ・・・・・・・・

科学的エビデンス ・・・・・・・・

索 引



国際連携 ・・・・・・・・

国内食市場 ・・・・・・・・

さ

サイエンス ・・・・・・・・

再帰性 ・・・・・・・・

最終エネルギー ・・・・・・・・

再生エネルギー ・・・・・・・・

災害対策ロボット ・・・・・・・・

災害レジリエンス ・・・・・・・・

サイバー空間 ・・・・・・・・

サイバー攻撃 ・・・・・・・・

サイバーセキュリティ ・・・・・・・・

サーキュラーエコノミー ・・・・・・・・

産学連携 ・・・・・・・・

産業革命 ・・・・・・・・

山林ビジネス ・・・・・・・・

シェアリングエコノミー ・・・・・・・・

自己組織化材料 ・・・・・・・・

自然回帰 ・・・・・・・・

自然再生 ・・・・・・・・

自然資本 ・・・・・・・・

児童虐待防止法 ・・・・・・・・

社会的孤立 ・・・・・・・・

社会保障制度 ・・・・・・・・

宗教 ・・・・・・・・

就労人口 ・・・・・・・・

狩猟人口 ・・・・・・・・

情報システム基盤 ・・・・・・・・

情報リテラシー ・・・・・・・・

情報技術 ・・・・・・・・

情報教育 ・・・・・・・・

将来予測 ・・・・・・・・

女性研究者 ・・・・・・・・

シンギュラリティ― ・・・・・・・・

神経科学 ・・・・・・・・

人口減少 ・・・・・・・・

人材育成 ・・・・・・・・

人新世 ・・・・・・・・

深層学習（ディープラーニング） ・・・・・・・・

森林経営 ・・・・・・・・

森林率 ・・・・・・・・

新領域 ・・・・・・・・

水産資源 ・・・・・・・・

ステレオタイプ脅威 ・・・・・・・・

スマート・フードチェーンシステム ・・・・・・・・

スマート農業 ・・・・・・・・



性教育 ・・・・・・・・

生殖補助医療（ ） ・・・・・・・・

生物資源 ・・・・・・・・

相互支援社会 ・・・・・・・・

創造的模倣（ミメーシス） ・・・・・・・・

尊厳 ・・・・・・・・

た

体外受精 ・・・・・・・・

第 次エネルギー基本計画 ・・・・・・・・

大量生産・大量消費 ・・・・・・・・

多義性 ・・・・・・・・

脱炭素社会 ・・・・・・・・

炭素価格の国際協調 ・・・・・・・・

治水 ・・・・・・・・

知の創造 ・・・・・・・・

知識社会 ・・・・・・・・

知的財産権 ・・・・・・・・

地球温暖化 ・・・・・・・・

著作権 ・・・・・・・・

ディーセント・ワーク ・・・・・・・・

デジタル学術基盤 ・・・・・・・・

データリポジトリ ・・・・・・・・

テニュア ・・・・・・・・

電気自動運転車 ・・・・・・・・

電波望遠鏡 ・・・・・・・・

東京声明 ・・・・・・・・

土地利用制度 ・・・・・・・・

な

日本の学術の展望 ・・・・・・・・

日本の研究力 ・・・・・・・・

ニュートリノ ・・・・・・・・

認証制度 ・・・・・・・・

認知症 ・・・・・・・・

農業人口 ・・・・・・・・

農業用水 ・・・・・・・・

ノーベル賞 ・・・・・・・・

は

廃プラスチック ・・・・・・・・

博士課程 ・・・・・・・・

パーシステントホモロジー理論 ・・・・・・・・

パーソナル・ヘルス・レコード

（ ）

・・・・・・・・

バーチャル世界 ・・・・・・・・

ハラスメント ・・・・・・・・

パリ協定 ・・・・・・・・

非正規雇用 ・・・・・・・・

国際連携 ・・・・・・・・

国内食市場 ・・・・・・・・

さ

サイエンス ・・・・・・・・

再帰性 ・・・・・・・・

最終エネルギー ・・・・・・・・

再生エネルギー ・・・・・・・・

災害対策ロボット ・・・・・・・・

災害レジリエンス ・・・・・・・・

サイバー空間 ・・・・・・・・

サイバー攻撃 ・・・・・・・・

サイバーセキュリティ ・・・・・・・・

サーキュラーエコノミー ・・・・・・・・

産学連携 ・・・・・・・・

産業革命 ・・・・・・・・

山林ビジネス ・・・・・・・・

シェアリングエコノミー ・・・・・・・・

自己組織化材料 ・・・・・・・・

自然回帰 ・・・・・・・・

自然再生 ・・・・・・・・

自然資本 ・・・・・・・・

児童虐待防止法 ・・・・・・・・

社会的孤立 ・・・・・・・・

社会保障制度 ・・・・・・・・

宗教 ・・・・・・・・

就労人口 ・・・・・・・・

狩猟人口 ・・・・・・・・

情報システム基盤 ・・・・・・・・

情報リテラシー ・・・・・・・・

情報技術 ・・・・・・・・

情報教育 ・・・・・・・・

将来予測 ・・・・・・・・

女性研究者 ・・・・・・・・

シンギュラリティ― ・・・・・・・・

神経科学 ・・・・・・・・

人口減少 ・・・・・・・・

人材育成 ・・・・・・・・

人新世 ・・・・・・・・

深層学習（ディープラーニング） ・・・・・・・・

森林経営 ・・・・・・・・

森林率 ・・・・・・・・

新領域 ・・・・・・・・

水産資源 ・・・・・・・・

ステレオタイプ脅威 ・・・・・・・・

スマート・フードチェーンシステム ・・・・・・・・

スマート農業 ・・・・・・・・



人・ 共創型 ・・・・・・・・

フィジカル空間 ・・・・・・・・

複線型の人生 ・・・・・・・・

フューチャーアース ・・・・・・・・

プライバシー保護 ・・・・・・・・

ブラックホール ・・・・・・・・

文化財 ・・・・・・・・

文化創造 ・・・・・・・・

平和度 ・・・・・・・・

ポジティブ・アクション ・・・・・・・・

ポスト・セキュラー ・・・・・・・・

ポピュラーカルチャー ・・・・・・・・

ま

水資源 ・・・・・・・・

水不足 ・・・・・・・・

ミレニアム開発目標 ・・・・・・・・

民主主義 ・・・・・・・・

モデル生物 ・・・・・・・・

問題解決能力 ・・・・・・・・

や

野生化 ・・・・・・・・

輸入食料 ・・・・・・・・

予防医療 ・・・・・・・・

ら

リカレント教育 ・・・・・・・・

留学生 ・・・・・・・・

倫理的・法的・社会的・経済的課題 ・・・・・・・・

労働環境 ・・・・・・・・

労働市場 ・・・・・・・・

労働条件 ・・・・・・・・

わ

若手アカデミー ・・・・・・・・

若手研究者 ・・・・・・・・



未来からの問い 
―日本学術会議100年を構想する―

令和2年9月10日発行� 定価は表紙に表示してあります。

編　　　集 内閣府日本学術会議事務局
〒106-8555 
東京都港区六本木7–22–34
電　話　（03）3403–3793㈹
URL　http://www.scj.go.jp/

発　　　行 日経印刷株式会社
〒102-0072
東京都千代田区飯田橋2–15–5
電　話　（03）6758–1011

落丁・乱丁本はお取り替えします。

ISBN978-4-86579-234-8



未
来
か
ら
の
問
い 

日
本
学
術
会
議
1
0
0
年
を
構
想
す
る

未
来
か
ら
の
問
い  

日
本
学
術
会
議
1
0
0
年
を
構
想
す
る

未来からの問い_0901.indd   すべてのページ 2020/09/01   14:49:34


